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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第19期

第１四半期累計(会計)
期間

第20期
第１四半期累計(会計)

期間
第19期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 1,259,193 1,706,002 7,080,168

経常損失（△） (千円) △188,314 △84,476 △1,070,623

四半期(当期)純損失（△） (千円) △113,760 △87,063 △1,097,681

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) 319,515 319,515 319,515

発行済株式総数 (株) 19,672 19,672 19,672

純資産額 (千円) 1,607,099 534,508 621,571

総資産額 (千円) 12,883,098 7,161,178 8,400,455

１株当たり純資産額 (円) 81,694.77 27,243.04 31,680.50

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △5,782.88 △4,437.46 △55,844.61

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 12.5 7.5 7.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △261,593 811,878 1,938,518

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 20,283 179,854 723,869

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △521,208 △1,158,651 △3,647,094

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 530,629 141,522 308,441

従業員数 (名) 69 43 46

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　 2　第19期第１四半期、第20期第１四半期及び第19期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、１株当たり四半期（当期）純損失のため、記載しておりません。

　　 　3　持分法を適用した場合の投資利益については、該当する関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

                                              平成21年６月30日現在

従業員数(名) 43

(注) 従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員数は、その総数が従業員数の100分の10未満

であるため記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　　事業部門 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

  不動産販売事業 2,448,61443.2％増 1,269,75857.8％増

  合計 2,448,61443.2％増 1,269,75857.8％増

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　  ２  受注高及び受注残高については、契約時点での売上計上予定金額であり、契約時から引き渡し時の間で、契約内

容に変更等が発生した場合、実際の売上計上金額と差異が出る可能性があります。

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 販売高(千円) 前年同四半期比（％）

不動産販売事業 1,551,840 54.5％増

不動産管理事業 145,343 19.9％減

ゴルフ会員権事業 570 98.9％減

その他事業 8,248 57.1％減

合計 1,706,002 35.5％増

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期（平成21年４月１日～平成21年６月30日）における我が国経済は、急激な景気の悪化には

歯止めがかかる動きが一部に表れ始めましたが、企業収益や個人所得は引き続き厳しい状況にあり、依然と

して予断を許さない環境にあります。

当不動産業界におきましても、国土交通省が平成21年６月30日に発表した平成21年５月の新設住宅着工

は６カ月連続前年割れであり、特に分譲マンションの着工戸数は6,130戸と、建築基準法改正の影響で落ち

込んだ平成19年９月に次ぐ過去２番目の低水準になるなど、依然として低迷しております。

不動産経済研究所発表の首都圏のマンション発売戸数も、平成21年６月まで22ヵ月連続して前年同月比

マイナスが続いており、マンション市場の縮小傾向は続いております。

一方、首都圏の月間契約率は平成21年５月及び６月はそれぞれ売れ行き好調の目安とされる70％を上回る

など、一部の購入者の意識に好転の兆しが見え始めています。

　また、首都圏の中古マンションについては、財団法人東日本不動産流通機構の調査によると、平成21年４月

から６月の期間の成約件数は8,049件（前年同四半期比8.1％増）と、２四半期連続前年同期比増加となる

とともに、４月から６月の成約件数としては過去最高となりました。また、１㎡単価は前年同四半期比マイ

ナス7.6％の37.59万円と、４四半期連続の下落となり、価格に落ち着きがみられております。

　このような環境の中、当社は引き続き比較的価格帯の低い２～3000万円台のリニューアルマンション及び

他社開発マンションの仕入販売に注力し、実需に基づいた販売活動を行ってまいりました。

 

当社の主な事業における第１四半期事業部門別の業績を示すと、次の通りであります。

 

不動産販売事業の売上実績は、以下の通りとなっております。

（ⅰ）新築不動産販売部門では、ａ）デベロップメント業務において、新築マンション「ラ・アトレ中青

木」（埼玉県川口市）６戸、ｂ）ランドプロジェクト業務においては「吉祥寺南町ランドＰＪ」（東京都

武蔵野市）１区画、「市川市大洲土地」（千葉県市川市）１区画完売、ｃ）新築マンション販売業務におい

ては「インプレスト東浦和」（埼玉県川口市）１戸完売、「ロイヤルガーデン本八幡ブランシャトー」

（千葉県市川市）２戸、「ラ・アトレ湘南藤沢」（神奈川県藤沢市）９戸を引き渡すことで608百万円とな

り、前年同四半期と比べ108百万円（21.6％増）の増加となりました。

　また（ⅱ）再生不動産販売部門では、ａ）リニューアルマンション販売業務においてリニューアルマン

ションを34戸引き渡すことで売上高943百万円となり、前年同四半期と比べ439百万円（87.1％増）の増加

となりました。

不動産管理事業では、収益用固定資産と賃貸中販売用不動産の受取家賃を中心に、売上高145百万円とな

り、前年同四半期と比べ36百万円（△19.9％減）の減少となりました。

以上の結果、当第１四半期の業績は、売上高1,706百万円（前年同四半期比35.5％増）、営業損失18百万円

（－％）、経常損失84百万円（－％）、四半期純損失87百万円（－％）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期末の総資産は前事業年度末に比べ、1,239百万円減少し、7,161百万円となりました。これは

在庫不動産の圧縮に努めた結果、販売用不動産が845百万円減少したこと、一部の固定資産を売却したこと

により有形固定資産が210百万円減少したこと等によるものであります。

　また、当第１四半期末の負債合計は前事業年度末に比べ1,152百万円減少し、6,626百万円となりました。こ

れは短期借入金が139百万円、一年内返済予定の長期借入金が615百万円、長期借入金が360百万円、それぞれ

減少したことが主な要因です。

　当第１四半期末の純資産合計は四半期純損失の計上によって利益剰余金が減少したことにより、前事業年

度末に比べ87百万円減少の534百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ166百万円減少し、141百万円となりました。

当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

ａ．営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純損失86百万円、たな卸資産の減少843百万円等によ

り811百万円と前年同四半期と比べ1,073百万円（-％）の増加となりました。

ｂ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入等により179百万円と前年同四半

期と比べ159百万円（786.7％増）の増加となりました。

ｃ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少139百万円、長期借入金の返済による支出975百

万円等により、1,158百万円（-％）の減少となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間に以下の固定資産を売却いたしました。

　東京都千代田区所在の賃貸用不動産売却　　　建物　　68,578千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地　　81,274千円　　面積　94.57㎡

　東京都大田区所在の賃貸用不動産売却　　　　建物　　13,032千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地　　36,872千円　　面積　106.18㎡

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 62,592

計 62,592

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,672 19,672

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー
・マーケット―「ヘ
ラクレス」）

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式。
当社では単元株制度を採用して
おりません。

計 19,672 19,672 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式の数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

平成15年６月23日定時株主総会決議(平成15年12月17日取締役会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数（個） 7

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１、４） 28

新株予約権の行使時の払込金額（円）　（注２、４） 45,000

新株予約権の行使期間 平成17年６月24日から平成25年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）　（注４）

発行価格　　45,000
資本組入額　22,500

新株予約権の行使の条件 　　　　　　　　　　（注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　新株予約権を発行する日(以下「発行日」という。)以降に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式

により新株予約権の目的たる株式の数は調整されます。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち当該時点で

権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数についてはこれを切り捨てます。

　　 調整後株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、発行日以降に当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が

他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合等、株式数の

調整を必要とする事由が生じたときは、合併、株式交換又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で株

式数を調整します。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合には、次の算式によって払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

　
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

1

　 分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合(時価発行による

公募増資の場合、新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正前商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権

付社債にかかる新株引受権の行使によるものを除く)には次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ＋ １株あたり払込金額

　
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

新規発行前の株価

　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」には当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」

を「処分前の株価」に読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合等、払込金額の調整を必要

とする事由が生じたときは、合併、株式交換又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込金額を調

整します。

３　新株予約権の行使の条件

(1) 権利行使時点において当社取締役、監査役又は従業員の地位を有していることを要します。但し、任期　

　  満了による退任、定年による退職又はその他取締役会において認められた正当な理由がある場合はこの

    限りではありません。

(2) 新株予約権を付与された者(以下「新株予約権者」という。)が死亡した場合は、相続は認められませ

　　ん。但し、業務上にかかる原因で新株予約権者が死亡した場合に限り、取締役会の決議を条件としてそ　

　　の相続人が権利を行使できます。

(3) その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、別途当社と対象取締役及び従業員との間で

　　締結する新株予約権付与契約において定めております。

４　平成16年12月13日開催の取締役会決議により、平成17年２月20日付で１株を２株に分割しております。また、平

成17年11月14日開催の取締役会決議により、平成17年12月10日付で１株を２株に分割しております。新株予約

権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の発

行価格及び資本組入額は、これによる調整後のものであります。
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平成15年６月23日定時株主総会決議(平成16年３月15日取締役会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数（個） 125

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注１、４） 500

新株予約権の行使時の払込金額（円）　（注２、４） 55,000

新株予約権の行使期間 平成17年６月24日から平成25年３月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）　（注４）

発行価格　　55,000
資本組入額　27,500

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権を発行する日(以下「発行日」という。)以降に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式

により新株予約権の目的たる株式の数は調整されます。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち当該時点で

権利行使がなされていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数についてはこれを切り捨てます。

　　 調整後株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、発行日以降に当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が

他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合等、株式数の

調整を必要とする事由が生じたときは、合併、株式交換又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で株

式数を調整します。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合には、次の算式によって払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。

　
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

1

　 分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合(時価発行による

公募増資の場合、新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正前商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権

付社債にかかる新株引受権の行使によるものを除く)には次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。

　 　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ＋ １株あたり払込金額

　
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

新規発行前の株価

　 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」には当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株価」

を「処分前の株価」に読み替えるものとします。

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合等、払込金額の調整を必要

とする事由が生じたときは、合併、株式交換又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込金額を調

整します。

EDINET提出書類

株式会社ラ・アトレ(E04055)

四半期報告書

10/23



３　新株予約権の行使の条件

(1) 権利行使時点において当社取締役、監査役又は従業員の地位を有していることを要します。但し、任期　

　  満了による退任、定年による退職又はその他取締役会において認められた正当な理由がある場合はこの

    限りではありません。

(2) 新株予約権を付与された者(以下「新株予約権者」という。)が死亡した場合は、相続は認められませ

　　ん。但し、業務上にかかる原因で新株予約権者が死亡した場合に限り、取締役会の決議を条件としてそ　

　　の相続人が権利を行使できます。

(3) その他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、別途当社と対象取締役及び従業員との間で

　　締結する新株予約権付与契約において定めております。

４　平成16年12月13日開催の取締役会決議により、平成17年２月20日付で１株を２株に分割しております。また、平

成17年11月14日開催の取締役会決議により、平成17年12月10日付で１株を２株に分割しております。新株予約

権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の発

行価格及び資本組入額は、これによる調整後のものであります。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 19,672 ― 319,515 ― 263,813

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載してお

ります。

　

① 【発行済株式】

　平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　普通株式
（自己株式） 　52

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　19,620 19,620
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 19,672 ― ―

総株主の議決権 ― 19,620 ―
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② 【自己株式等】

　平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有  
株式数(株)

他人名義所有  
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する

所有株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ラ・アトレ

東京都港区南
麻布4-11-30

52 ― 52 0.26

計 ― 52 ― 52 0.26

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 30,000 29,800 39,000

最低(円) 17,000 25,800 28,000

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）におけるものであ

ります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第1四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表

等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半

期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期財務諸表は、改正後の四半期財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第1四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを

受け、当第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所に

より四半期レビューを受けております。

　　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　第19期事業年度　　新日本有限責任監査法人

　　第20期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　監査法人よつば綜合事務所

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

　　①資産基準　　　　　0.0％

　　②売上高基準　　　　－％

　　③利益基準　　　　　△0.0％

　　④利益剰余金基準　　△0.0％

　　*会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 167,622

※2
 331,241

受取手形及び売掛金 9,385 17,108

有価証券 1,999 1,997

販売用不動産 ※2
 3,733,370

※2
 4,578,762

仕掛不動産 ※2
 363,895

※2
 362,395

その他 69,145 80,755

貸倒引当金 △900 △900

流動資産合計 4,344,519 5,371,360

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 1,133,908

※2
 1,225,296

土地 ※2
 1,577,925

※2
 1,696,072

その他 12,303 13,097

有形固定資産合計 ※1
 2,724,136

※1
 2,934,467

無形固定資産 6,855 7,380

投資その他の資産 78,280 79,400

固定資産合計 2,809,272 3,021,247

繰延資産 7,386 7,847

資産合計 7,161,178 8,400,455

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 119,572 106,858

短期借入金 ※2
 1,406,350

※2
 1,545,925

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 2,239,064

※2
 2,854,289

未払法人税等 437 1,715

引当金 5,400 3,600

その他 ※2
 467,802

※2
 288,973

流動負債合計 4,238,627 4,801,362

固定負債

社債 ※2
 175,000

※2
 387,500

長期借入金 ※2
 1,917,434

※2
 2,277,589

引当金 20,559 20,353

その他 275,047 292,078

固定負債合計 2,388,042 2,977,521

負債合計 6,626,670 7,778,884

純資産の部

株主資本

資本金 319,515 319,515

資本剰余金 263,813 263,813

利益剰余金 △47,212 39,850

自己株式 △1,607 △1,607

株主資本合計 534,508 621,571

純資産合計 534,508 621,571

負債純資産合計 7,161,178 8,400,455
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

売上高 1,259,193 1,706,002

売上原価 1,100,832 1,532,387

売上総利益 158,360 173,614

販売費及び一般管理費 ※1
 265,789

※1
 191,846

営業損失（△） △107,428 △18,231

営業外収益

受取利息 282 23

受取配当金 24 18

受取補償金 1,276 －

その他 130 116

営業外収益合計 1,712 157

営業外費用

支払利息 71,327 53,587

支払手数料 10,416 11,200

その他 854 1,614

営業外費用合計 82,598 66,403

経常損失（△） △188,314 △84,476

特別損失

固定資産売却損 － 2,453

特別損失合計 － 2,453

税引前四半期純損失（△） △188,314 △86,930

法人税、住民税及び事業税 132 132

法人税等調整額 △74,686 －

法人税等合計 △74,553 132

四半期純損失（△） △113,760 △87,063
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △188,314 △86,930

減価償却費 9,629 13,956

貸倒引当金の増減額（△は減少） 200 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 575 206

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,800 1,800

受取利息及び受取配当金 △304 △39

支払利息 68,031 51,301

社債利息 3,295 2,286

支払手数料 7,345 11,200

有形固定資産売却損益（△は益） － 2,453

社債発行費償却 515 460

売上債権の増減額（△は増加） △4,573 7,722

たな卸資産の増減額（△は増加） 149,128 843,891

仕入債務の増減額（△は減少） △167,454 12,713

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,829 12,910

その他 74,544 △1,292

小計 △69,009 872,640

利息及び配当金の受取額 304 38

利息の支払額 △79,216 △54,565

支払手数料の支払額 △4,010 △5,970

法人税等の支払額 △109,661 △265

営業活動によるキャッシュ・フロー △261,593 811,878

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △44,666 －

定期預金の払戻による収入 68,572 －

積立預金の預入による支出 △20,826 △5,400

積立預金の払戻による収入 17,703 －

有形固定資産の取得による支出 △420 △642

有形固定資産の売却による収入 － 195,668

貸付けによる支出 △300 △300

貸付金の回収による収入 284 86

子会社出資金の払込による支出 － △10,000

その他 △65 442

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,283 179,854

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △285,209 △139,575

長期借入れによる収入 30,000 －

長期借入金の返済による支出 △202,437 △975,380

社債の償還による支出 △42,500 △42,500

配当金の支払額 △21,062 △36

リース債務の返済による支出 － △1,160

財務活動によるキャッシュ・フロー △521,208 △1,158,651

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △762,519 △166,918

現金及び現金同等物の期首残高 1,293,148 308,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 530,629

※1
 141,522
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

　【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第１四半期会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

　【簡便な会計処理】

　

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定す

る方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発

生状況に著しい変化が認められた場合に、前事業年度決算において使用した将来の業績予想やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

 ※１有形固定資産の減価償却累計額　90,899千円  ※１有形固定資産の減価償却累計額　79,105千円

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

　担保に供されている資産について、事業の運営において
重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著し
い変動が認められるものは次のとおりであります。

　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 20,112千円

販売用不動産 3,733,370千円

仕掛不動産 363,895千円

建物 1,126,118千円

土地 1,577,925千円

計 6,821,422千円
 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

 
 

　(1) 担保に供している資産

現金及び預金 63,359千円

販売用不動産 4,506,772千円

仕掛不動産 362,395千円

建物 1,217,094千円

土地 1,696,072千円

計 7,845,694千円
 

　(2) 上記に対応する債務

短期借入金 1,406,350千円

１年内返済予定の長期借入金 2,231,072千円

長期借入金 1,848,756千円

1年内償還予定の社債
（銀行保証付無担保社債）

25,000千円

社債(銀行保証付無担保社債） 175,000千円

リース契約 4,417千円

計 5,690,596千円

　(2) 上記に対応する債務

短期借入金 1,545,925千円

１年内返済予定の長期借入金 2,846,297千円

長期借入金 2,206,913千円

1年内償還予定の社債
　（銀行保証付無担保社債）

25,000千円

社債(銀行保証付無担保社債） 187,500千円

リース契約 4,865千円

計 6,816,501千円
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(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　76,448千円

退職給付費用　　　　　 575千円

広告宣伝費          49,021千円

販売手数料          37,877千円

貸倒引当金繰入額　     200千円

賞与引当金繰入額　　 3,593千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与手当　　　48,064千円

退職給付費用　　　　　 774千円

広告宣伝費          28,432千円

販売手数料          43,587千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　-

賞与引当金繰入額　　 1,800千円

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 778,804千円

預入期間が３か月超の定期預金 △248,175千円

現金及び現金同等物の四半期末

残高
530,629千円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 167,622千円

預入期間が３か月超の定期預金 △26,100千円

現金及び現金同等物の四半期末

残高
141,522千円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成

21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 19,672

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 52

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

　　　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 27,243.04円
　

　 　

　 31,680.50円
　

　

２　１株当たり四半期純損失

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△） △5,782.88円
　

１株当たり四半期純損失(△） △4,437.46円

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失のため、記載しておりませ

ん。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失（△）(千円) △113,760 △87,063

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △113,760 △87,063

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 19,672 19,620

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月12日

株式会社　ラ・アトレ

取締役会　御中

　

　　　　　　　　　　　 新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　本　和　巳　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　岸　　　聡　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ラ・アトレの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第19期事業年度の第１四半期累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益

計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラ・アトレの平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月12日

株式会社　ラ・アトレ

取締役会　御中

　

　　　　　　　　　　　 監査法人よつば綜合事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神　門　　剛　　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　岡　　誠　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ラ・アトレの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第20期事業年度の第１四半期会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラ・アトレの平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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